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部科学省が「体罰」容認通知

一子どもの人権侵害拡大の恐れ

文部科学省は2 月 5 日、学校教育法 1 1条で禁止されている

教員の体罰に関する考え方をまとめて通知 した。通知では、

「 体罰に当たるか否かは客観的に判 断する」 ことを前提と し

て、「一定の限度内での懲戒のための有形力 （目に見える物

理的な力）の行使が許容される」という裁判例を盛り込んだ。

簡単に言えば、法で禁 じられた体罰 とは区別 して学校、教員

の客観的な判断によって 「許される体罰」があることを認め

たものである。この通矢口は、昨年 1 1 月2 9 日に公表された教

育再生会議の 「いじめ問題への緊急提言」を受けたものであ

り、「学校は、問題を起 こす子 どもに対 して、指導、懲戒の

基準を明確にし、毅然と した対応をとる」 とあ り、「毅然 と

した」権力的な対応と しての 「体罰」によって 「教師の権威

づけ」をはかったもの と理解される。

この通知は、盛 り込んだ裁判例の レベル、すなわち 1 9 8 1

年「水戸5 中体罰死事件」東京高裁判決一中学校体育教師の

よる殴打・死亡事件）の レベル に時代を引きもどす効果を持

つているように思う。当時は、この判決が 「愛のムチ判決」

として注目され、 1 9 8 0 年代の 「校内暴力」に対する権力的

対応 として、体罰・管理教育の肯定ムー ドを助長 し、体罰を

拡大させてい くことになった。その後 8 5 年の人権擁護大会

喜 多 明 人 （早稲田大学教授）

で日弁連が学校における 「子どもの人権」問題を提起 してい

くことになる。高裁判決で示された 「客観的判断」 は、現場

では、「信頼関係のない生徒 には体罰を加えない。親か ら苦

情があるから」、「運動部員など信頼関係があれば大丈夫」と

いう “現場的判断”となって体罰肯定時代 （逆に「体罰」を

しない教師に対 しては「甘やかし」批判が加わる時代）に入

つて い った 。

いま、体罰は、体育系教員に加えて一般教員に広がってい

る。「指導が入らない」「親に代わって躾ける」 といった発想

で「苛立ち型の体罰」が横行 している。教員のス トレスが高

まるにつれて矛先が弱 い生徒 に向け られることが危憤 され

る。

なお、こうした動きは明らかに国際的潮流と逆行 している。

「 有形力が用い られ、かつ、どんなに軽いものであっても何

らかの苦痛 または不快感を引き起 こすことを意図 した罰」は

体罰であ り、権利侵害と して保護されるべきであると国連の

提言 （平野裕二訳 、子 どもの権利条約の監視機関であ る国

連・子 どもの権利委員会 「一般意見」 2 0 0 6 年 6 月）をよく

噛み締めたいものである。
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東京シューレ葛飾中学校が誕生

－フ リースクールが創 る学校

約 4 年余 りの準備期間を経て、2 0 0 7 年4 月東京シュー レ

葛飾中学校が開校する運びとなりました。

母体とな った特定非営利活動法人東京シュー レは、 1 9 8 5

年か ら、学校に行かない、行けない子ども達の学ぶ権利、教

育を受ける権利の保障のために、市民が創 り出 したフリース

クールで、主として不登校の子どもの成長支援を行ってきま

した。現在、フリース クールの卒業生は、 10 0 0 人 を超え、

通ってくる子ども達は約 2 0 0 名 います。フリースクールに通

う多 くの 子 ど もた ち が、「フ リー ス クー ル と 出会 って 、本 当

の友達ができた」、「学校に行 っていた頃、全く笑顔がなか っ

たのが、今はいつも笑っているようになった」、「今の自分で

いいんだ、と思えるようにな った」等、肯定的に自分を捉え

るよ うにな ってい く場面 に出会 い ます。

しか し、 フ リース クー ル にお ける社 会的 な位 置 づけ とい う

ものは、学校 に比べて非常に低 いものです 0 小中学校に閲 し ≡

ては、実習用通学定期券が適応されるようにな りましたが、

高等部に関 しては、通学定期は適応されません。今の制度で ；

は、定期券を適応されるのは、学校教育法が定める一条校の j

みとなっています。そのためフリースクール に通う子 どもを 】

持つ家庭にとっては、フ リースクールの維持運営費は当然負 ≡

担し、それに加え高額な交通費を負担せざるを得ない状況が

あります 。

また、小中学生で、フリースクールに通っている場合、在 童

籍校の先生か らの、突然の家庭訪問・電話がけ、進級・卒業 萱

に際 して、課題提出の要請がくるなど、子ども、またその家 至

庭に対 してのプレッシャーは相当です。いわゆる二重籍によ

る問題です。私達は、フリースクールを制度的に認めてもら

うよう、運動をしてきましたが、なかなかそのハー ドルは高 重

いもので した。 2 0 0 2 年、文部科学省が、学校に関する規制

緩和の構造改革特区を発表 しま した。この特区制度を活用す …

れば、私達のような市民が学校をつくることが実現できるか

もしれない。しか し、本当にそんなことが可能なのだろうか、

と半信半疑でした。

まずは、東京 シュー レの中で、「特 区による学校づ くり」

について、検討する委員会 を立ち上げま した。並行 して、子

ども の ミー テ ィン グ でも 、「学 校 づ く り」 に 関 しての 意 見 交

換を して いきま した 。 シュー レはフ リース クー ル 、ホー ム シ

ュー レ、シ ュー レ大 学 といろ いろな学 ぶ場 をつ くってきた が、

学校だけは持っていない。シュー レ学校、とい うのがあって

醍
1 いの では。」 という発言を したお父さんがいま した。ま
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た、「シュ⊥ レが学校になると、今までの子ども中心、とい

うもの がな くな って しま うの で は ？」 とい う懸念 する意 見 も

ありました。大部分の子ども達は、「シュー レそのものから、

卒業資格がでる、というのが一番いい。」 という意見でした。

どんな学校に したいか、ということはシュー レの保護者を中

心に 「学校づくり委員会」、子 ども達 は「特区 によるフ リー

スクールの学校をつくる子 ども評議会」（この長い名前は子

ども達からの提案です）で話 し合 ってきま した。不登校を経

験した子ども、そ してその親、フリースクールのスタ ッフが、

新しい学校、今までにない学校を考えていく、ということは、

とても創造的で、画期的なプロジェク トだ ったと自負 してい

ます。

いろ いろな 課是頁を議 論 しつ つ、場 所探 し、行政 のパ ー トナ

ー探 しも行 いま した 。見 つか らな いの では とも思 い も しま し

たが、ようやく葛飾区にであい、同区から、校舎・校地・校

庭を借 り受けるめどが立ちました。

次の課題は、学校設置に関しての東京都からの認可です。申

請書頼も膨大です。日々のフリースクール、その他 N P O の活

動にカロえ、学校設立の準備は中々大変でした。とにかく、初め

てのことだらけで、すべてが手探り、といった感 じで した。

また、 1年間の経常費を用意 しなければな らない、という

こと も条件 と して ださ れ、 これ にも苦 労 しま した 。期 日と さ

れて い た 日の ぎ りぎ りに、 よ うや く資 金 的 にも め どが たち 、

2 0 0 6 年ようやく正式に学校法人設立、学校設置が東京都矢口

事よ り認 可 され ま した 。

今回の 「学校づ くり」東京 シュー レが 2 0 年以上活動する

中で、もっとも大きな動きといえます。そ して私達だけでは、

到底実現することが出来なか った取 り組みだった、と今 しみ

じみ思っています。

ホー ムペ ー ジ、新 聞 、テ レビによる 報道 で、 多 くの方 に矢口

つていただき、激励の言葉をた くさんいただきました。「う

ちの子も不登校。遠 くてとても通えないけれど、そういう学

校を望んでいた。ぜひ頑張 ってほしい。」「子ども中心の学校、

というのがとてもいい。」「ぜひその学校で働きたい」 という

方からもお問い合わせいただきま した。毎日のみなさんから

の励ま しのお電話や、お手紙、メールがどれほど励みにな っ

たかわ か りませ ん。 そ して、全 国 に こうい った取 り組 み に共

感して くだ さる方 が いる 、と い うこ とが うれ しく、 エネル ギ

ーをいただきま した。多くの方の寄付、また図書、備品の寄

贈、学校のお掃除、広報の協力等も大変あ りがたかったです。



現在は、4 月9 日スター トに向け、準備をすすめています。

全学年あわせて初年度は定員8 0 名、次年度からは定員 1 2 0

名の小さな小さな学校ですが、これほど多 くの人たちの思い

のつもった学校は、そうはないと思っています。

場所、人さまざまな環境は整いま した。あとは、そこにい

る子ども達といかに創 っていくか、ということが重要です。

知恵 を出 し合いなが ら、「創 り続けていく学校」と して、そ

して 「子 どもがつくる・子どもとつくる学校」 という事を大

切にやっていきたいと考えております。

引き続き多くの方々のご支援、ご協力を賜りますよう、よ

ろしくお願 い いた します 。

カリヨン子 どもセンター活動の現場から

坪井 花 梨 （N P O 法人カリヨン子どもセンター事務局）

1 設立から早3 年

「親 と うま くい かな くて 、 も う家 には 帰 りた くない・ ‥」

「泊まるところもお金もないんだ」

そんな相談が東京弁護士会子 どもの人権救済 センターの

「子どもの人権 1 1 0 番」 に寄せ られます。虐待や家族崩壊、

少年非行などの問題を抱え、福祉的支援だけではなく、弁護

士らの法的支援を必要と している子どもが増えているので

す。

帰る家がなく、友人の家を転々とした挙句、放浪 して しま

つたり、野宿、援助交際、やがては犯罪の被害者やカロ害者に

なって しま った り‥・。 安心 して か くま って も らえ る 場所 が

ないために、家庭の中での人権侵害にさ らされ、心身ともに

ぽろぽろになっている子ども ‥・。あるいは、家族か ら見放

さ■れて非行に走 り、少年審判を受 けることになって しまった

子どもがいます。その中には、も し受け入れ先があったなら、

少年院送致にならずにすむという事件もあるのです。

「子どもたちが緊急に避難できるシェルターがほ しい ！」

という願いは弁護士、市民や児童福祉関係者たちのそれぞれ

が持 っていたものでした。この声 に、多 くの人、団体や企業

からの協力（建物から備品、運営費か ら労働力に至るまで り

があ り、夢の施設でしかなかった民間のシェルターは実現 し

たの で した 。2 0 0 4 年6 月 、 N P O 法人 カ リヨ ン子 どもセ ンタ

ーが設立、子どものためのシェルター「カリヨン子どもの家」

の開設です。

2 シェルター 「カ リヨン子 どもの家」

シェルター 「カ リヨン子どもの家」 に入居を希望する子ど

もは、まず子どもの人権救済センターの 「子どもの人権 1 1 0

番」に相談を します。相談は子ども自身から、そ して子 ども

から相談を受けた大人 （学校の先生や、友達の親）のことも

あります。電話相談には、直接弁護士が応対します。そ して、

その子 どもが緊急避難を必要と している場合には、その相談

を受けた弁護士が 「子 ども担当弁護士」（通称・子担）と し

て「子 どもの家」への入居から、その後のアプローチのすべ

てで 子 ども の パ ー トナー と して 活 動 して い く こと に な りま

す。子どもは、状況が許せばその 日の うちに「子 どもの家」

に入居 する ことができます。その際に、 1 8 才未満の子ども

については、東京都全児童相談所 とカリヨンの間で交わされ

た協定 に則 って一時保護委託を受 けます。カ リヨンは法的根

拠をも って、子どもを避難させることもできるのです。

「子 どもの家」は4 名定員ですが、開設から2 0 0 7 年4 月

現在まで、た った 1週間を除いて滞在する子どもが途絶えま

せん。 1 0 歳から2 0 歳まで、のベ 7 5 名の子どもたちがこの

ホームに訪れました。都内からだけではな く、関東近県、遠

くは長野や九州か ら逃げてきた子どももいま した。

「子どもの家」の場所は、シェルターの安全を守るために

非公開です。ごく普通の一軒家で、スタ ッフが2 4 時間体制

で勤務 し、子どもたちと一緒に生活 しています。衣食住と人

間関係の安全が保障された生活の中で、子どもたちは心身を

休ませ、これまでの人間関係を見つめ直 し、新 しい生活への

展望を拓いていきます。その間、子担やスタッフが子どもと

相談 し、児童相談所などと協力 しなが ら、行 く先を見つける

ために動いていきます。親子関係を調整 して家庭に戻る子 、

児童養護施設や自立援助ホームヘ転居 していく子など、行 く

先は様々です。

子 どもたちの負っている傷は深 く、これまで受けてきた心

身への虐待、ネグレク トとい った暴力に胸がつぶれるような

思いが します。「私なんて生まれてこなければ良かったんだ」

「 大人なんて信 じられます」「死にたい」 と、もらす子どもた

ちにかける言葉がみつか らないことも多 く、スタッフは「私

はあなた に生きていてほ しいと願っている」と伝える しかで

きないこともあ ります。2 0 0 6 年 1月 か らは、希望する子ど

もは、全員が無料で心理カウンセラーのカウンセ リングを受

けられ るよ うにな りま した。 カ リヨ ンの 思 いに賛 同 して くれ

たカウンセラーの方、支援 してくださる企業のおかげです。

「 子どもの家」は、全て会員の会費 と、支援者か らの寄
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よって運営されています。このシェルター事業は、多 くの方

たちの支援と思いやりに支え られています。

3 自立援 助ホーム 「カ リヨンとび らの家」

そ して 「カ リヨンタやけ荘」

シェルターでの生活の後に、家庭に戻る選択を望まない子

ども、または望むことができない子どもがいます。そ うした

子どもの多 くは、児童福祉法上の施設である 「児童自立援助

ホーム」へ入居 し、自立へのステップを踏んでいくことにな

ります 。

カ リヨンで は開設 当初 か ら、 シ ェル ター と共 にカ リヨ ンの

理念の中で子どもたちを見守ることができる自立援助ホーム

の必要性を感 じていました。「子 どもの家」 で生まれた大人

への信頼感をそのままに、それからの 自立 に向かう生活へ送

り出 してあ げたい 、 とい う思 いがあ りま した。

そんなカリヨンはまたしても幸運が恵まれました。家屋と

資金の提供があ り、経験豊かで心朗 らかなスタッフが集め ら

れ、 2 0 0 5 年4 月 に男の子の 自立援助ホーム 「カ リヨンとび

らの家」が、 2 0 0 6 年 3 月 に女の子の自立援助ホーム 「カ リ

ヨンタや け荘」 を 開設す る こと がで きま した 。今 日 この とき

も、ホームでは子どもたちとスタッフの暮らしが営まれてい

ます。自立援助ホームでは、子どもたちは就労 し、貯金をし、

社会生活や簡単な家事を身につけます。スタ ッフは共に生活

し、職場や人生の相談に乗っています。

■■ 子 どもたちの就労への道は、決 して楽なものではありませ

ん。まわりには学校へ行き、家族の中で生活 している友人も

いる年頃の子どもたちに、毎 日働いて自立せよというのは厳

しい ことで はあ りま す。 カ リヨンの ホー ムで はひ と りひと り

を責任ある人間と して接 しています。 日に日に心と身体が達

しく育っていく姿を一番近 くで見て、また応援できることは、

本当に幸せなことだと思います。

4 カ リヨンわlらの メ ッセー ジ

カ リヨンの合言葉 は、「大丈夫。ひとりぽっち じやないん

だよ。一緒に考えよう」です。見捨て られ、ひとりぽっちに

なった子 どもは、生きる勇気を失い、 自暴自棄となって荒れ

ます。た とえ短い期間であっても、一緒に悩み、考えてくれ

る人たちの存在を感 じてほしいと願 っています。そ して自分は

決してひとりぽっちではない、という確信を得て再び旅立って

もらいたい、私たちにはそれ しかできないと思 っていますし、

共 に生 きる とはそ うい うことな のだろ うと感 じています。

同じような願いをもつ名古屋や横浜の弁護士や福祉関係者

が、この 4 月にそれぞれシェル ターを立ちあげました。名古

屋は 「子どもセンターパオ」、横浜は「てんぽ」です。カ リ

ヨンの鐘が各地に響いています。これからも、シェルター事

業をとお して子どもの人権享牧済と自立支援を続けてまい りま

す。皆さまのご理解とご協力をお願いいた します。

川崎市子ども夢パーク事業

一子 どもの居場所 と参加活動の拠点づ くり
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子どもの権利の意義を守 り、積極的に子どもの居場所をつく

つてい く体制 をと ってい ます 。

総合的な居場所としての夢パーク

夢パーク開設から5 年 目を迎えようとしている現在、利用

のニーズは多岐にわたっています。例えば、当初予定 してい

たよ りも乳幼児の親子の利用が増えてきている。孤立 した子

育てではなく、プレーパークで泥んこ遊びをする子 どもを見

守りながら、共に育つという場ができている。また、スタ ッ

フが子どもの 「ありのまま」と関わることで、虐待などの子

どもの痛みを受け止めることもあ り、子どもの相談窓口的な

役割を果た していた り、様々な障害のある人たちの利用が増

えたり、福祉的な機能も持 っています。個性の尊重という点

では、外国籍の人たちが、自分のアイデンティティを大事に、

母国語の勉強会なども開いています。また、非行傾向にあっ

て「J言lつ う」 とい うと ころか らは じき出 され るや んち やな子

どもたちも、居場所を求めてここにくる。不登校児童の居場

所と しても、フ リースペ ース えん とプ レーパー クが 連動 して 、

日本でもめずらしい公設民営型のフ リースペースと して、活

動の幅が大きく広がっています。子 ども参加 という点でも、

「 自分 た ちで ロ ックフ ェス テ ィバ ル や りた い よ」 とい う声 が

あが り、最寄の久地駅から名前をとって 「くじロック」 を年

3 回開催 しています。「子ども会議に入 つてください」 といっ

ても子 どもの参カロはなかなかすすまないけれど、フェステ ィ

バル をつ くろ う とい うときの 彼 らの エネ ルギ ー はす ごい 。 自

分たちで、企画から準備、当日の運営までを自ら工夫 し、や

り遂げていく。子どもの参加・参画とい うものは、子どもた

ちが面 白いと思えることができる仕組みさえ保障 していけ

ば、 自分 たち で実現 してい くとい うこ とで す。そ う して 中高

校生利用も増え、音楽スタジオ利用者は年間に7 0 0 0 人近い。

また、利用者懇談会「夢パークをつ くり続ける会」がうまれ、

子育て、遊び場、外国人支援、療育の様々なネ ットワークの

人々が 関わ り、語 り合 ってい ます 。 こう して、 どん どん活 動

が多岐にわたって、そ してどんどん利用者がつくっています。

夢パークは総合的な居場所であり、現在これだけの機能をも

つている施 設はな い で しょ う。

夢パークが目指 しているのは、川崎市子どもの権利条例の

2 7 条 「子ども居場所」の 「子 どもには、あ りのままの自分

でいること、休息 して 自分を取 り戻すこと、自由に遊び、若

しくは活 動す る こと又 は安 心 して 人間 関係 をつ く り合 うこ と

ができる場所が大切である」ということの実現です。人とち

ょ っと違 ってい い じやな い、他 者 か ら求 め られ る私 にな らな

くていい、できないこともあるよねと受 け入れ られて、そ し

て挑戦もできる。この夢パークの中では、 “評価のものさ し【

はなく、「いのち」を中心においています。「生きているだけ

で祝福される」「その人のままでいい」という関係性、場づ

くりを してきている。様々な人たちが出会い 「ありのまま」

で受容され、そして失敗 してもいいから安心 して挑戦できる。

そうした中で自己肯定感が育まれる。そういうことが総合性

といえ るで しょう。

居場所づくりの条件

子どもの居場所とは、器というよ りも、究極は人です。た

だ人がいればいいということではない。居場所を生み出すよ

うなまなざ しが大事なんです。管理的も しくは評価的な 目線

では、子 どもの居場所 にならない。子どもの発信をおも しろ

がれた り、子 どもの声や、声にな らない気持ちをも受け止め

ようとする、子どもの生命を最大に尊重 するまなざしを持っ

ている人がいて、はじめて居場所は成立するんですね。居場

所づくりのためには、そ ういうまなざしを持った人を育てる

とい うこ とはす ご く大事 な ことで す。 そ して、 そ うい う人 は

大事にされなければいけない。スタ ッフが継続的に関われて、

子どもの居場所を生み出すまなざ しをもった人材が確保され

ることが大切 です。子 どもたちが、つ らいことがあ っても

「 あの人がいるから」 と安心 してここに帰 ってこれる‥・それ

が居場 所 で しょ う。

また、子ども夢パークの理念である 「子どもの 自由な発想

で遊び、学び、つくり続ける」ためには、きちん と予算を組

んで 「つ くり続ける」 ことを保障 していかなければな りませ

ん。子どもが トータルに、安心 していろんなことに取 り組ん

でいかれる場所をつ くってい くには、簡単にポシヤつてはい

けない。子どもの居場所の理念を継承 し、ミッションを継続

させて、人を育て、物的にも財政的な条件を整備 していかな

ければな らないのです。

現在の課題について

フリースペースえんのスタ ッフ以外の夢パークのスタッフ

は、生涯学習財団で雇用 しています。川崎市が 1 0 0 ％出資 し

ている財団は、市の仕組みに準じていて、非常勤嘱託員であ

るスタ ッフたちは、単年度契約で、更新は5 年を限度と して

います。これが、今大きな問題となっています。 1年毎の契

約で経済的に保障されない状況では、若い人たちも育ちにく

い。ま た、 当初 か ら一緒 に居場 所 づ く りを して きた プ レー リ

ーダーや事務局スタッフは5 年 目をむかえ、あと 1年で退職

しなければならない。つまり、必要な人材を放出させて しま

う仕組みなんですね。スタッフが継続 して働けるようにする

には、現在の仕組みは適さないことを、今まで一貫 して指摘

してき ま した。 に もかか わ らず、 行i改や財 団は きちん と した

メスを入れない。私たちはせめて、全部の職員を N P O 法人

ぎたま りばの雇用にすることで、5 年限度の しばりで人材を放

出する こ とを避 ける と とも に、ス タ ッフが モチベ ー シ ョンを

下げずに働けるように、法人がどこかからお金を稼いででも

給与設定を改善 したいと提案 していますが、行政や財団は、

子どもの居場所にとってどういう人が必要なのかということ

よりも、別の論理が優先されて、仕組みを変えようとしない。

居場所をつ くるときには本当に人材が必要です。スタッフを

継続的に雇用できる、若い人たちも意欲を持 って継続 して働

き続けられるような仕組みをつ くるべきです。

また、財政的な課題もあります。開設以来、予算がついて

いかない。指定管理にな ってからは、川崎市から5 年間価格

据え置きを申 し渡され、予算要求が十分 に通 らない。だか ら

現在、部屋になるはずだ ったところに壁がつかないなどの状

況が、何箇所もある。つくり続ける施設なのに、それが保障

されないのです。

夢パークは計画当初から、子ども参加、市民参加で行政と

協働 してつくってきま した。川崎市との協働については、

子 どもの権利条約 第 87 号・ 20 07年 4 月 15 日号

詔



政に糸田かく管理される施設と違い、比較的自由度の高い一方、

理念を継承することの難 しさがあります。担当者間の引継ぎ

もほとんどなされない し、丸投げという感もあ ります。「子

どもの居場所づくり」という理念は継承されなければならな

い。行政は 「子どもの居場所づく り」「つ くり続ける施設」

ということにシバ リをもって、その実現のために 「人・物 ・

宙

国連・子どもの権利重責会

金」をきちんと付けていかなければな らない。そ して、私た

ち市民がその理念を踏まえ続けて、行政に訴え、関わり続け

ていかなければ、理念は継承されていかないでしょう。また

N P O として、行政に要求 しなが らも、自主財源を確保する

など、今後も子どもの居場所をつ くり続けていく覚悟を決め

てい く必 要があ ります。

少年司法に関する一般的意見 10号を採択

－ここで も求 め られ る「権 利基盤 アプ ローチ」

国連・子どもの権利委員会は、2 月 2 日（第 4 4 会期）、「少

年司法における子 どもの権利」 に関する一般的意見 1 0 号を

採択した（以下、〔 〕内の数字は未編集版のパラグラフ番号）。

少年司法についてはすでに、少年司法の運営に関する国連

最低基準規則 （北京規則）、少年非行の防止のための国連指

針（ リヤ ド・ ガ イ ドラ イ ン）、 自由を 奪 われ た少 年 の 保護 に

関する国連指針 （ハバナ規則）などのさまざまな国際文書が

採択されている （これらの文書 については国連ウィーン事務

所著 r少年司法における子どもの権利』現代人文社・2 0 0 1

年参照）。今回の一般的意見は、これ らの文書を踏まえつつ、

少年非行・犯罪に対する 「権利基盤アプローチ」のあり方を

詳糸田に展 開 した もの である 。

包括的政策の！必要性

一般的意見 1 0 号 は、（1）はじめに、（2 ）この一般的意見の

目的、（3 ）少年司法

法

包括的政策の主導的原則、（4 ）少年司

包括的政策の中核的要素、（5 ）少年司法の組織、（6 ）意

識啓発・訓練、（7 ）データ収集・評価・調査研究という7 部構

成をとっている。

（3 ）や（4 ）の見 出 しか らもわ かる よ うに、 委員会 が と くに強

調しているのは少年司法に関する 「包括的政策」の必要性で

ある。とりわけ、少年非行の防止、手続的権利の保障、ダイ

バージョン（正式な司法手続によらない少年への対応）の活

用、自由の剥奪の抑制 といった分野で十分な対応がとられて

いない国が多いことに、懸念が表明されている。

したがって、少年司法に関する包括的政策 には、（a ）少年

非行の防止、（b）介入／ダイバージ ョン、（C）刑事責任年齢 ・

少年手続適用年齢、（d ）公正な審判のための保障、（e）処分、

（ f）自由の剥奪に関する適切な対応が 「中核的要素」と して盛

蛙芸；ければならない。 このうち（C ）については、刑事
権利条約 第 87号・ 20 07 年 4 月 15 日号

平 野 裕 二（A R C代表）

責任年齢は最低でも 1 2 歳以上にすべきであ り（ただ し 12 歳

への引下げを認めるものではない）、また 18 歳未満の者は例

外なく少年司法手続の対象とするべきであるとの見解が打ち

出されている 〔16 － 1 7・ 2 1 〕。

また、包括的i牧策の 「主導的原則」には、条約の4 つの一

般原則 （差別の禁止／子どもの最善の利益／生命・生存・発

達に対する権利／子どもの意見の尊重）に加え、「子 どもの

尊厳」が挙げられている 〔4（e）〕。これは、罪を問われた子

どもの尊厳を尊重・保護するために、主として条約4 0 条 1

項を踏まえ、（a）尊厳・価値 についての子どもの意識に合致

した取扱い、（b）子 どもによる人権・基本的 自由の尊重を強

化する取扱い、（C）「子 どもの年齢 を考慮に入れた、かつ、

子どもが社会復帰 しかつ社会において建設的な役割を果たす

ことを促進する取扱い」、（d）子 どもの取扱いにおけるあ らゆ

る形態の暴力の禁止・防止を求めるものである。

求められる；令静な議論

さらに、少年非行・犯罪について考えるにあたっては、条

約の直接の関連条項である4 0 条 （少年司法）と3 7 条 （自由

を奪われた子どもの適正な取扱い）だけを参照すればよいと

いうものではない。上述の一般原則はもちろんの こと、3 9

条（被害からの回復と社会的再統合）も、罪を犯す少年はあ

る意味で社会の被害者であるとの観点から、委員会によって

しば しば関連条文のひとつに挙げられてきた。

また、2 9 条 1 項の教育 目的条項は少年司法における子 ど

もへの対応にも適用されるべ き規定である し〔4（e）・ 5 〕、

少年非行の防止の観点からは、十分な生活水準、健康・教育、

あらゆる形態の暴力・搾取か らの保護等の権利を保障するこ

とによる環境整備も重要である 〔5 〕。

親に対 しても、 1 8 条 （親の第一義的責任）や2 7 条 （生活



水準）を踏まえ、「否定的状況の防止に焦点を当てるのみな

らず、むしろ親の社会的可能性の促進にいっそうの焦点を当

てた」〔8 〕、言い換えれば親のエンパワーメン トの視点に立

つた援助を提供 してい く必要がある。

このような包括的視点は、子どもの意見表明・ 参加〔9 ・

3 2 〕とともに、少年非行・犯罪に対する権利基盤 アプロー

チの欠かせない要素である。

他方、罪を犯 した少年の権利と少年犯罪被害者・遺族の権

利との調和をどのように図るかという視点は、今回の一般的

意見では著 しく欠落 している。いわゆる修復的司法にもい く

つかの箇所で言及されているが、〔2・4（b）・ 1 3 〕、抽象論の

域を出るものではない。安全に対する権利や犯罪被害者・遺

族の権利も踏まえた形で少年司法のあ り方を考えていくこと

は、委員会にとっても各国の少年司法関係者にとっても大き

な課題である。

いずれにせよ、そのためには事実にもとづく冷静な議論が

要求される。委員会の次のような指摘は日本にそのまま当て

はまるものである。

「 罪を犯 した子 どもはメデ ィアで否定的な取 り上げ方をされ

るこ とが多 く、 これ が こ う した子 ども たち に対 す る、そ して

子どもたち一般に対する差別的かつ否定的なステレオタイプ

の形成を助長 している。罪を犯 した子どもを否定的に取 り上

げ、または犯罪者抜いすることは、 しば しば少年非行の原因

に関す る誤 った提 示 の しかた およ び （また は） 誤角引こも とづ

いて お り、かつ 、 よ り厳 しい ア プロー チ ‥＝‥を求 め る声 に帰

結するのが常である」〔3 2 〕

締約国は、こうした報道に乗 じたりそれを直接間接に煽 っ

たりするのではなく、「少年非行の根本的原因およびこの社

会問5題〔に対する〕権利基盤アプローチに関して理解を深め

るため の積 極的 環境 を倉」り出 す」 こ とを 目的 と した キ ャンペ

ーンを進めなければならない 〔3 2 〕。

しか し日本では、ト虞犯（ぐはん）の疑いがある少年や 14

歳末満の触法少年に関わる警察の調査権限の拡大（なお今回の

一般的意見ではむ しろ虞犯の廃止が勧告されている）、 ト 14

歳未満の少年の少年院送致などを柱 とする少年法再 「改正」

案の審議が進め られている。

そこでは、権利基盤アプローチはおろか、子どもの権利委

員会の2 度 に及ぶ勧告 （ 1 9 9 8 年・ 2 0 0 4 年）さえまった く

考慮されていない。今回の一般的意見も踏まえ、議論の根本

的な仕切り直 しを図ることが必要である。

【 国連・子どもの権利委員会、新たな構成に】

2 月2 1 日、 ニューヨークで開催された第 1 1 国子 どもの権

利条約締約国会議で国連・子どもの権利委員会の委員選挙が

行なわれた。

今回改選の対象 になったのは、2 0 0 7 年 2 月に任期が終了

する委 員9 名 。 この うち 、ア ンダー ソ ン （ジ ャマイ カ）、 ク エ

ドラー ゴ （ブル キ ナ フ ァソ ）、 ドゥ ツク （オ ラ ンダ ）の 各 委

員は立候補せず、 リウスキ委員 （アルゼンチン）の立候補も

撤回された。クエ ドラーコ氏は 1 9 9 7 年 か ら委員を務め、 日

本の報告審査 に2 回とも関与 したも っとも古株の委員だった

が、今回で委員会を去ることになった。

選 挙 の結 果 、 フ ィラー リ （アル ジ ェ リア ）、ハ タ ブ （工 ジ

プト）、 コ トラー ネ （チ ュニ ジア ）、 クラ ップマ ン （ ドイ ツ）、

オルティス （パラグアイ）の各委員が再選され、かつて委員

を務めた シッタ レラ氏 （イタリア）も復活。新た に、歴史

学・国際関係等 が専門のアイ ドゥー氏 （ガーナ）、児童福祉

が専門のヘルツオク氏 （ハ ンガリー）、精神科医のプーラス

氏（リ トアニ ア） が選 出さ れた。

これ に、 2 0 1 1 年 2 月に任期切れ を迎えるアル ーターニ

（ カタール）、李 （韓国）、シデイキ （バングラデシュ）、アル

ーフ（ケ ニア）、ポラー （ウガ ンダ）、パー フ ィ ッ ト（カナ ダ）、

スミス （ノル ウ ェー）、ブ コピ ッチ ーサ ホ ビッチ （セル ビア）、

ツエルマ ッタン （スイス）の各委員を加えた 1 8 名で、今後

の2年間、委員会は活動を続けていくことになる。

新たな委員会は男女半々の構成で、職業的・学問的背景の

面からも幅が広かった。とくに精神科医のプーラス氏が加わ

つたことで、思春期の子どもの精神的健康に関わる審査に厚

みが出ることが期待されよう。

だが、アフリカ・ヨーロッパ偏重の傾向は依然と して変わ

らず、 と くにラ テ ンアメ リカ 出身 の委員 が オル テ ィス 委員 ひ

とりしかいな くな ったことで、地域的・言語的不均衡の問題

が復活 した。また、議長として強力な リーダーシップを発揮

してきた ドゥツク氏が委員会を去ったことも、今後の審査 ・

運営に影響を及ぼす可能性がある。

子どもの権利条約 第 87号・ 200 7年 4 月 15 日号
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「 子どもに対する暴力」’の根絶に向けて

一束南アジア・太平洋地域の N G O が地域会合で議論

3 月 1 9 ～ 2 3 日に かけて、セーブ・ザ・チル ドレン （以下

「 S C 」）の主催により、「子 どもに対する暴力に関する国連

事務総長研究」（以下 「国連研究」）のフォローアップのため

の地 域 ワーク シ ョップがバ ン コク （タ イ）で 開催 された 。

同国連研究は、国連・子どもの権利委員会の要請を受けて、

国連事務総長か ら研究担当者 に任命されたパウロ・セルジ

オ・ ピネイ田氏 （ブラジル）によっておよそ 3 年の期間をか

けて進め られてきたものである。最終報告書は昨年 8 月に国

連文書 と して刊行 され （チ ャイル ド・ フ レン ドリー版 お よび

詳細な書籍版もあわせて出版されている）、 1 0 月に国連総会

への報告が行なわれた。

今 回の地域 ワー クシ ョ ップ は、 S C ス ウ ェー デ ンの 東 南ア

ジア・太平洋地域事務所が中心とな り、国連研究のフォロー

アップのために関係 1 2 か国 のパー トナー団体が参カロして開催

されたものである。カンボジア、フィジー、日本、韓国、ラ

オス 、モ ンゴル 、 ミ ャンマー 、ニ ュー ジー ラ ン ド、パ プアニ

ューギ ニ ア、 フ ィ リピン、タ イ、べ トナム か ら、各 匡lの S C

関係者を中心とする参加があった （イン ドネシアは個人的事

情によ りキ ャンセル）。′日本 か らは、 S C ジ ャパ ンの招請 によ

り、 N C R C か ら派遣された筆者も含めて計4 名が出席 した。

フォローア ップの最優先課題 と して挙げ られたの は、家

庭・学校・施設等のあらゆる場所で子どもに対する体罰を全

面的に禁止することである。これは国連・子どもの権利委員

会がかねてか ら各国に勧告 していたことであ り、昨年 6 月 に

は一般的意見 8 号 （体罰等か ら保護される子どもの権利）と

して委員 会 の見 角牢が体 系 的 にま とめ られ てい る （本誌 8 4 号

参照）。国連研究も、 1 2 の全般的勧告の 2 番 目に「子 どもに

対するあらゆる暴力を禁止すること」を挙 げ、「あらゆる場

におけるあ らゆる形態の子どもに対する暴力を禁止する」よ

う各 国に促 した。

いまのところ、子 どもに対する体罰を法律で全面禁止 した

のは世界で 1 7 か国にすぎない。本誌 8 4 号で挙げた 1 5 か国

にカロえ 、2 0 0 6 年 には ギ リシ アが 、そ して今 年 3 月 6 日に は

オランダが全面禁止を達成した （他 に、 19 9 6 年 にはイタ リ

ア最高裁が子どもに対するあ らゆる体罰の違法を宣言 した

が、まだ法律には反映されていない）。 しか し、イスラ工ル

を除けばいずれもヨーロッパの国々で、東南アジア・太平洋

地域には 1 か国も例がないのが現状である。

今回のワークショップでも指摘されたように、体罰の全面

醒芸することは子 どもの平等な地位を確保することに
権利条約 第 8 7号・ 2 00 7年 4 月 15 日号

平 野 裕 二 （運営委員）

つながる。それは子 ども観の転換をもた らすことであり、よ

り極端な形態の搾取・虐待への対応も容易にするはずである。

この よ うな観 点 か ら、今 回の ワー クシ ョップで は、 ニュー

ジーラン ド刑法 （矯正の一環と して行なわれる合理的な有形

力の行使を認めている）の改正に向けた取 り組みの経緯など

が報告された。また、 1 9 7 9 年に世界で最初に体罰の全面禁

止を達成 したスウェーデンでは、 ト体罰支持率 が5 0 ％以上

（ 1 9 6 5 年）か ら 1 1％ （19 9 4 年）へと急減 し、体罰を経験

した子 ども・若者の割合も同じように劇的に減少 した、ト少

年犯罪も減少 しており、体罰の禁止が規律の崩壊につながる

という主張には根拠がない、などの調査結果が出ていること

も明らかにされた。

同 時 に、体罰 を用 いな い積 極的 な しつ け （p o s it iv e

d is c ip lin e ）を どのように広めていくか、子どもに対する暴

力をな くすための取 り組みに男性・男子をどのように巻き込

んでいくかといった点についても議論された。子どもを暴力

から保護するための実効的な国内機 関の必要性、チャイル

ド・ヘルプラインのような相談機関の有用性についても情報

が共有された。

体罰の全面禁止という国内的対応とは別に、 S C 国際連盟

が当面の重要課題として位置づけているのは、国連研究で勧

告された 「子どもに対する暴力に関する国連事務総長特別代

表」の任命について国連総会の同意を得ることである。「武

力紛争 と子 ども」や「女性に対する暴力」については特別代表

ない し特別報告者が任命されており、成果を挙げている。今

年の国連総会は、子どもに対する暴力・搾取等の問題 を4 大

課題のひとつに挙げた国連子ども特別総会 （2 0 0 2 年）開催

5 周年 にもあた り、国際社会がこの問題を一致 して重視する

ことが求め られ る。

◆国連関係文書の日本語訳 は筆者のウェブサイ ト（h ttp ：〝

h o m e p a g e 2 ．∩げty ．c o m ／C h ild rig h t s／） を、各国の体 罰関連

法令の状況についてはG Iob a l 仙 tia tive to End Al】Co「PO「al

P u n js h m e n t of Childrenのウェブサイト（http：〝www．

e n dc o rp o「a lp u nis hm e nt．0「g／）を参照。



夢¢ロ夢ゐ in 電設亀虫か ら

地域の子どもを地域で支える

子ども参加を具体化することは、かなり難 しい。単なる参

加を量的に実現するということだけであるなら、それほど工

夫を しなくても、子どもを集めることはできる。だが、その

こと によ って、子 ども 自身 が どの よ うに育 って い くのか と い

う支援によって子 ども自身の力がどのようについていくのか

ということを意識 した取 り組みを実現 し、その価値を明 らか

にしよ う、明 らか に した いな らばその 方法 は違 って くる。

次世代育成支援行動計画が各 自治体で進行するなかで、自

治体での取 り組みの違いがはっき りしてきた。子どもの権利

実現に向かう自治体と、子育て支援事業か らなかなか抜け出

られない自治体である。子育て支援については少子化が進行

する中で、国の働きかけに乗 りながら、基礎 自治体でも多様

な取 り組みが始まっていると感 じられる。だが、その事業は

なかなか、子育ての共同化につながらず、個々の子育て家庭

の希望を満たすことにとどま っており、その援助が果た して

自分たちの家庭の子育てをつなぎ自分たちの望む子育てをす

る力をつけることにつながっているか、単に子育てを代わっ

ているに過ぎないのかその評価が求め られる段階にきている

ことも確かである。しかもそうした子育て支援の積み上げが、

子どもの育ちへの支援につながっているのかというと、多く

の自治体では子育て支援だけでとどまつているのが現状であ

る。次世代育成支援行動計画というのは、その視点と して子

どもが地域で育つこと、しかも私たちはその中で子どもの権

利の視点を貫くことが必要であると考え、計画に入れ込むこ

と、そ して実現 する こ とを 目指 して きた 。

だが、計画が完成 して 2 年目を迎えるなかで、 自治体差が

顕著になってきた。そ して、その差がなぜ出来てきたのかと

いうことも少 しずつわかってきた。

計画に子ども支援が書き込まれていないと、それを推進す

る根拠がない。も し仮に書かれていた としても、行 i改組織と

森 田 明 美（東洋大学）

してその事業の担当者がいないと実現 にはたどり着 けない。

だから、近年行政 組織と して 「子 ども部」「子 ども未来課」

など、子ども行政を専門に担当する行政部暑ができたことは、

頼も しい限りである。ただ、これまでの児童福祉は施設運営

と給付を中心とした行政であり、子ども支援事業は作 られて

こなかったがゆえに、この部署をたとえ作ったとしても、担

当する事業はないことが多い。すると、担当事業がないから、

課や担当者は不要とい うことになりかねない。また、子ども

支援 は都道府県行政である学校教育に依存 してきたがゆえ

に、基礎自治体では学齢期以降の子ども支援事業はたとえ、

放課後や休暇への支援であ っても、学校が考えるか、あるい

は家庭で対応することであ り、自治体が考える必要すらない

と思われてきたともいえる。

だが、子 どもの育ちを家庭や、学校で支えることにはっき

り限界が見えてくると、どのように地域で子どもの育ちを支

えるの か とい う提 起 が続 くこ とになる 。

国連が提唱する 「子どもの権利基盤型アプローチ」を地域

で進める必要が発生 しているが、それはたやすいことではな

い。

地域で子 どもや保護者主体の活動を展開するためには、当

事者参カロ、市民参加によって、提供者の枠 に合 う人だけを支

援する施設で迎える事業か ら、家庭や問題をかかえる人々の

ところに出向いてい って支援することが重要 になっている。

また、そう した支援事業が子 どもや子育て支援者にとってさ

らに身近なところで展開できるように「生活圏」を意識 した

距離地域の設定が重要になる。

こうした、子 ども支援事業が地域の子どもや保護者、それ

を支える市民たちの活動 とつながったときに子どもの権利基

盤が地域に広がり、誰も暮 らしやすい地域社会が出来上がっ

てい くと思 う。

山鹿市の子育て支援とまちづくり

山鹿市は、平成 1 7 年 1 月 1 5 日に 1市 4 町が合併 し、人 口

約6 万人の市とな りま した。子 どもの数は年々減少 し、昨年

の出生数は4 2 6 人2 1年度は4 0 0 人を切る見込みです。

古 江 律 代 （山鹿市子育て支援課）

今日まで、子 どもの健全育成、そ して、子育て家庭への支

援に係る様々な事業を展開 し、その中で、子ども憲章を策定

二芸包し、子どもを一市民 として位置付けてきま した。

子どもの権利条約 第 87 号・ 2 007 年 4 月 15 日号



定した次世代育成支援行動計画は、0 歳から2 0 歳に達するま

でとし、その中で、「子 どもを育てることは未来を育てるこ

と」、「子どもは社会の宝」と位置付け、子 どもや子育てを軸

として 「顔の見える」心が通 い合い、響きあう人間関係を作

り出 して い くこ とを大切 に して います 。 そ して、 まち のい た

るところで、育ちあい、育てあい、支えあ うの 3 つの愛を し

つか り育んでいきたいと思います。

課題として、子どもの居場所、情報提供、地域の子育て力

の強化、環境の整備があがっていますが、具体的な取 り組み

として、 17 年 度の取 り組みの中から2 つ報告 します。

1 ．保育園・ 幼稚園及び小学校との連携

「行動計画」の中に就学前振興プログラムを盛 り込み、「人

権を大切 にする心を育てる」取組みを保育園・幼稚園・小学校

が連携 して進めることを位置付け、取組 にあた っては 2 箇所

のモデル校区を設けま した。専門部会を設け、遊びは、交流

活動。くらしは、家庭生活のあ り方の啓発、学びは、 5 つの

連携カリキ ュラムを作成 し進めています。中核 に家庭を置き

滑らかに繋 ぐことが段差を解消するものと考え、互いが同 じ

方向性を見定めながら共に手を取 り合 って子ども達を育成 し

ようと進めています。

2 ．高校生保育ボランティア研修

参加 した次代の親である高校生は、受容、傾聴、共感その

ことに心 がけ、自分をそのことから見つめ学ぶなど、この時

期の子ども達の素直さと浸透 していく様を見たように思いま

す。この情報化社会の中で子 ども達にどんな情報を入れなけ

ればいけないのか、そ して、自信をつけていく様子を見て、

認め励ますことの大きさを改めて実感しました。

就学前か らの育ちを小学校へ、そ して次代の親 （中・高校

生）へ と繋いでいくその取組みは山鹿市が目指す、 0 歳から

2 0 歳 ま でを見通 したつなぎ、そ して、莱臥 地域、まちづく

りへ と繋 が ってい くこ とを意 味 します。

今年度、地域の子育て力の強化で、各地域 ごとに講習会を

実施 しています。地域の中で子 どもを繋 ぐ取り組みは、一つ

一つが繋がれば大きな力とな り、自信と誇 りを持 って、歩ん

でい くこと にな ります。そ して 、合併 した こ とを契機 と捉え 、

子どもを中心 に据えた子ども憲章の見直しと取組を更 に一歩

進めていきたいと思います。

志免町子どもの権利条例と

やさ しいまちづ くり

福岡空港の北側の丘を越えた、面積僅か8 フ平方キロメー

トルの志免町は、ボタ山と竪坑のある、福岡市 に隣接 した人

口4 2 ，0 0 0 人余 りの町である。小中学校の児童生徒数は、平

成1 8 年5 月現在 3 7 0 0 人余り‾ご、平成 15 年以降、急激 に人

口が増加 しており、人 口密度は、毎年、県内でも 1、2 の数

値を示 している状況である。大型集合住宅の建設は今も続い

ているが、反面、経済的には厳 しい家庭の状況も感 じられる。

平成 1 3 年の議会での質問をき っかけに、庁舎内係長会 で

の審議の後、平成 1 4 年 2月庁舎内「子どもの権利条例プロジ

工ク ト会議」が発足 した。その後、子どもの権利に関する実

態の把握を経て、平成 1 6 年7 月、「志免町子 どもの権利条例

制定委員会」のスター トとなった。子どもの権利条例制定委

員会のメンバーは、総勢 1 9 人、識見を有するもの、関係団

体及び町民を代表するもの （公募 2 名）、教育関係者というお

おきな枠組で構成されていた。同時に志免町役場内にも庁舎

内策定委員会が発足 し、主管課である子育て課の他に、学校

教育課、教育相談室、社会教育課、福祉課、総務課の職員が

「 子どもの権利条例制定委員会」の動きに合 わせて、会議を

重ねてきた。

子 どもの権利条例制定委員会の約2 年間にわたる協議の中

でも、子どもの権利についての意識には個人差があり、なか

なか埋め られなかったことも現実であるが、委員会の度に、

様々な研修や論議を行いながら、平成 1 8年 9 月、町長への答

終えた。その後、同年 1 2 月議会で承認され、平成 1 9 年

子どもの権利条約 第 8 7号・ 200 7年 4 月 15 日号
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百 田 英 子 （志免町教育相談室）

4 月の施行が決定 した。平成 19 年 3 月現在、権利救済委員の

承認や権利相談員の選定の最中で、いよいよ、施行に向けて

カウン トダ ウンの時期 とな って いる。

「志免町子 どもの権利条例」の特徴は、なん と言 っても

「 権利救済機 関並びに権利相談員」を第三者機 関と して設置

したことである。子どもの権利条例の制定はしても、現実に

は子どもを救済する機関の設置そのものが困難な場合も多

い。しかし、最も重要で、しかも大きな特徴といえる救済機

関を実現 しな くては、絵 に描いた餅で終わって しまうことを

危慎 して、庁舎内策定委員会も大いに意見を述べた経緯があ

つた。それは、虐待を疑いたくなるような環境におかれた子

ども達の現実や、問題行動、全国的には減少 したといわれる

ものの、なかなか…成らない不登校の数など、子どもを取 り巻

く環境が一向に変化 しないことを受け、子どもの状況を何と

か変えたい、という子どもの権利条例制定委員の気持ちの表

れに他な らない。

2 番 目の特徴として、志免町子どもの権利条例では、「子ど

もの居場所」の確保を言匡っている。子ども達が、安心 して自

分らしくいられる場所を確保 し、設置することによって、子

ども達が将来への希望を見つけた り、た くさんの大人と出会

い、様々な経験をすることで、自己肯定感を獲得できるので

はないか、と期待 している。子 どもの問題は、大人の側の子

どもへの興味関心を高めることによって、改善の一歩が始ま

り、それが大人と子どもの関係の修復、そ して引いては子ど



も同士の安定 した関係つ くりにつながると信 じてやまない。

3 番目の特徴は、「権利委員会」を置 くことで権利条例その

もののチェック機能を持たせたことである。権利委員会 は、

子どもの権利の保障が十分になされるように、救済機関や居

場所つくりをはじめとする施策の状況を把握 し、今後、子ど

もの状況を含め、救済機能や条例のあ り方そのもの に関 して

も見直 しを しなが ら、町 に提言 して い くこ とになる 。

平成 18 年 1 2 月の町議会で承認されて以降、庁舎内の策定
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委員会は、志免町子どもの権利推進委員会としてその役割を

移行 させ、総合条例と しての各課の役割の確認を しなが ら、

具体的 に、 1 9 年度の町の行事と 「子どもの権利条例」の関

わりや、町民 に広報するための手段の検討、条例に関する規

則の整備と慌 しく準備を進めているところである。多 くの課

題を抱えたスター ト‾ごはあるが、常に子どもの最善の利益を

求め、子どもと大人の信頼関係が再構築できる ことで、「子

どもにや さ しい町 づ くり」が実 現 できる と確信 して いる 。

切白歯ヲ紆Q 苛＆

盆㊥㊥馴 n 毎が⑯ 、始動 J

2 0 0 7 年の「子どもの権利条約フォーラム」を長野県諏訪

で開催 します。昨年の 1 1 月準備会 を立ち上げ、現在4 月 2 7

日の実行委員会に向け緩やかに進んでいます。

フォーラム開催のいきさつは、昨年の 7 月 1 6 日、文科省の

事業で取 り組んだ 「子どもにやさ しいまちづくり」の第 1 回

目の講演で、喜多明人先生を講師 にお招き した時のことで し

た。喜多先生を講師としてお呼びするきつかけにな ったのは、

先生がお書きにな った新聞の コラムで した。書かれていた内

容は、ある親からの事柄で した。「・ ・子育てに悩んです

べてを背追い込んで苦 しい思いを していた時、子どもの権利

条約と出会 ったんです。むずか しいことはわからないけれど、

もっと子どもを信頼 していい。任せていいんだ。ひとりで子

育てを背負わないで子どもと共 に育ちあっていければいい、

そう感 じたときに、す－と肩の荷が下がり、とても楽に子育

てに望むことができた。そんな子 どもとの向き合い方を権利

条約が教えてくれたんですよ・ ・」そ して、先生は「この

条約は、子どもの権利が尊重され、自らの意志でいきいきと

成長 していく子育ちの大切さ、これを支える取 り組みを明 ら

一恥／「 ≪今後の日程≫

宮 滞 節 子 （準備委員会事務局）

かにし、子どもたちが元気 に過 ごすことができるまちの実現

を目的 と します 。」 こん な 内容 で した 。胸 にず っ し りくる物

がありま した。「子どもの権利条約」が今 、私たちに必要だ

と思 い ま した。講 演終 了後 、先 生 とス タ ッフ、 チ ャイル ドラ

インの運営委員な ど、皆でお茶を飲みなが ら話をしていま し

た。その時、先生が 「来年、長野でフォーラムをや りません

か？」 とお しやい ま した 。そ の場 にい たメ ンバ ーの中 に、 な

んとなく自然に 「やろうか・ ・」そんな雰囲気が流れ、こ

れが、 フォー ラム との出会 いで した 。

今、身近な子どもたちの状況は？ 子 どもに関わる大切な

事が、大人の思いや都合で決められ合意もないまま動いてい

る現状がみえてきます。「子どもの権利条約」に出会う事で子

どもの現状に目を向け、語り合い 「子ども竃別 の育ち合いの

場を作りたいと思います。

そして、フォーラムを通 し子 ども同士が考え、自分自身の

力で動き出すき っかけになり、子どもと大人の関係がゆっく

りと動き出 し、緩 やかに輪を広げなが ら、地域発「ながの版

フォー ラム」 にな る ことを願 ってい ます。

「子どもの権利条約フォー ラム2 0 0 7 in ながの」開催

日程 1 1月 17 ・ 1 8 日 会場 長野県 諏訪市文化センター

4 月2 7 日 （金 ） 1 9 ：0 0 ～

・プレイベン ト「地域からの子 ども権利実現」

「子どもと大人の関係づ くり」

一子 どもの 権利 条約 フ ォー ラム作 り－

講師 喜多明人民

講師 赤池悦子氏

・実行委員会立ち上げ

5 月 2 0 日 （日）

・「子どもの権利条約」学習会 大 人 講師 荒牧重人民

・子ども実行委員会立ち上げ 子ども ファシリテ一夕ー 林大介氏
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しつ什 ？ 誉 れ と も体 罰 ？

一間われる子 どもとの向き合い万 一

「痛い思いを しない と、どうせ言 ってもわからない」「厳 しくしつけているだけ」「ついつい辛が先 にでて しまう」

「 と っさ の とき にパ チ ン と叩 いて しま った」 子 ど もの権 利 条 約ネ ッ トワー ク5 月 イベ ン トで は 、ど こま でが しつ け で、

どこからが体罰なのか、わかっているようで曖昧な 「体罰」について考えてみます。

子どもとの向き合い方に悩んでいるママさん・パパさん、教育・保育関係者のみなさん、くらしの中でわきあがって

くる疑問や避けられないジレンマを、子どもの権利をキーワー ドにじっくり提えなおしてみませんか。

日時 ：2 0 0 7 年 5 月 1 3 日 （日） 1 3 ：3 0 － 1 6 ：0 0

場所 ：早稲田大学文学部正門前校舎第 1会議室

第1部 講 演「体罰禁止の国際的動向と日本」

講 師 ：平 野 裕 二 （子どもの権利条約ネッ トワーク運営委員、 A R C 代表）

第2 部 グループワーク

解答者 ：喜 多 明 人 （子どもの権利条約ネッ トワーク代表、早稲田大学教授）
l

荒 牧 重 人 （同副代表、山梨学院大学法科大学院教授）

平 野 裕 二 （子どもの権利条約ネッ トワーク運営委員、 A R C 代表）
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＜ 編集後記＞

今回の特集のキーワー ドは、子どもの居場所です。この言葉がいわ
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2 0 年余 り。この言葉は、「不登校」問題を抜きには語れません。友人の奥地圭

子さんが、わが子の不登校をきっかけとして、教員を辞めて東京シュー レを創

立したのは 1 9 8 5 年で した。それから2 0 年余 り、本誌に特別寄稿をお願い し

たとおり、歴史的にも初めて学校法人東京シューレ学園葛飾中学校とい う “フ

リースクール中学校 “が誕生 しま した。特区で不登校の子 どもを集めた学校は

ほかにもありますが、公教育に学校以外の選択肢として本格的なフリースクー

ルを参入させたことは画期的です。問題は山積 していますが、旧来の学校では

満たされなかった子どもたちの思いが膨 らんで、子ども支援型、子ども参カロ型

の「新 しい居場所 づ く り」 と して発展 してい く ことに注 目 してお きたい と思 い

ます 。（A ・ K ）

「体罰も必要だと思う。先生がバシツと向き合 ってくれてる って感 じ。」あ

る女子高校生の意見。「私は叩かれるのは嫌だな あ」と応えなが ら、子ども側

に体罰を肯定するような意見もあることを、どう受け止めればいいのだろうと

少し戸惑いま した。でも、彼女は 「もっと真正面で向き合 って」ほしいのであ

つて、その 「あかし」の意味での「体罰」であることが理解できました。子ど

もと真正面に向き合う、おとなのコミュニケーシ ョンスキルの向上を、

たち は、体罰 よ りも必要 と してい るので は ？（N ・ K ）
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